


身体犯被害者に係る診断書料及び初診料等の公費負担制度の運用要領

１ 目的

性犯罪以外の身体犯被害者（ 過失犯を除く 。以下「 被害者」 と いう 。 ） に係る診断

書料及び診断書の取得に係る初診料又は再診料（ 以下「 診断書料等」 と いう 。 ） につ

いて、一定の条件下で公費支出すること により 、被害者の経済的負担及び精神的被害

の軽減を図ると と もに、捜査活動への理解と協力を得ること を目的と する。

２ 支出対象事件

⑴ 性犯罪以外の身体犯（ 過失犯を除く 。） で、次に掲げる罪に該当する事件のう ち、

負傷程度が概ね全治１か月以上のもの。

ア 殺人未遂罪

イ 強盗致傷罪

ウ 傷害罪

エ その他傷害を結果と する結果的加重犯

⑵ ⑴ に掲げるもののほか、事案概要、被害者の置かれた状況等を考慮し、警察署長
が警務部警察安全相談課長（ 以下「 警察安全相談課長」 と いう 。 ） と 協議の上、診

断書料等の公費による支出が必要と認めたもの。

３ 公費支出の内容

⑴ 警察が提出を受けた診断書１通分に要する費用

ただし、捜査上２通以上の診断書を提出させる必要がある場合は、事前に警察安

全相談課長と協議し、その承認を受けた上で必要な通数の診断書料を支出すること

ができるものと する。

⑵ 上記に掲げる診断書を取得するために受診した医療機関における初診料又は再

診料（ 診療時間以外の時間、休日、深夜等に係る加算額を含み、治療に係る医療費

及び入院費等を除く 。以下「 初診料等」 と いう 。 ）

ただし、原則診断書１通分の取得に要する費用と し、捜査上複数の医療機関を受

診させる必要がある場合は、事前に警察安全相談課長と協議し、その承認を受けた

上で必要な初診料等を支出すること ができるものと する。

４ 支出除外事由

次のいずれかに該当する場合は、公費の支出は行わないこと と する。

⑴ 被害者が集団的又は常習的に暴力的不法行為を行う おそれがある組織に属して

いる、又は属していたと 認められる場合

⑵ 被害者が公費支出を希望しない場合

⑶ その他公費を支出すること が社会通念上適切でないと 認められる場合

ただし、支出除外事由に該当する場合であっ ても、事案概要、被害者の置かれた状

況等を考慮し、警察署長が警察安全相談課長と協議の上、捜査上又は被害者支援上必

要があると 認めた場合は、必要な範囲で支出すること ができるものと する。

５ 制度の教示

対象犯罪を認知した際は、支出除外事由を検討し、被害者又はその保護者（ 以下「 被

害者等」 と いう 。 ） に教示すること 。制度の教示に当たっ ては、被害者等の心情に配

意して、不用意な言動により 精神的被害等の二次的被害を与えること のないよう に対

応すること 。

６ 支出の決定・ 手続等



⑴ 支出の決定等

ア 警察署長は、２に掲げる支出対象事件について、本要領に基づく 診断書料等の

公費負担制度の適用が認められると きは、警察署の事件捜査を担当する課長（ 以

下「 事件担当課長」 と いう 。 ） に、被害者に対して、本制度の趣旨を説明させる

と と もに、適用の意思を確認させる。 ただし、被害者が未成年の場合には、原則

と して、その保護者に対しても併せて教示し、適用の意思を確認するものと する。

適用の意思を確認した事件担当課長は、４に掲げる支出除外事由を調査し、診

断書料等支出対象事件報告書（ 様式第１号、以下「 報告書」 と いう 。 ） により 、

警察署長に報告するものと する。

イ 報告を受けた警察署長は、支出除外事由に照らし、支出の要否を決定するもの

と する。

なお、疑義がある場合は、警察安全相談課長と協議するものと する。

⑵ 支出手続

ア 請求書等の受領

(ｱ) 医療機関に対して診断書料等が既に支払われていた場合
警察署長は、診断書料等の支出を決定したと きは、被害者等から請求書（ 様

式第２号） を徴収するものと する。

この場合、被害者等から、当該医療機関が発行した領収書やその金額が確認

できる書面（ 以下「 領収書等」 と いう 。 ） を請求書に添付させるものと する。

なお、被害者等が領収書等を亡失し、医療機関から手数料を支払っ て再発行

を受けた場合は、その手数料も公費により 支出できるものと する。

(ｲ) 医療機関に対して診断書料等が支払われていない場合
警察署長は、診断書料等の支出を決定したと きは、医療機関に対して、診断

書料等を公費支出する旨を事前に通知した上で、医療機関から請求書を徴収す

るものと する。

イ 報告等

警察署長は、請求書等を徴収したと きは、総務部会計課長へ所要額等を報告す

ると と もに、当該報告書及び請求書の写しを警務部警察安全相談課被害者支援室

へ送付するなどし、報告するものと する。

ウ 支出方法

被害者等又は医療機関が指定する金融機関の口座へ振替により 行う ものと し、

その口座番号等については、預貯金通帳等により 誤り がないこ と を確認するこ

と 。

７ 留意事項

⑴ 診断書料等の支出先については、既に被害者等が医療機関に対して診断書料等が

支払われていた場合は被害者等と し、支払われていない場合は当該医療機関と する

こと 。

⑵ 診断書料等の支出は、口座振替によること と し、現金による支出は行わないこと 。

⑶ 被害者等の請求の場合は、請求書等に被害者又はその関係者の氏名等の記載が必

要であり 、被害者等の氏名を秘匿と すること ができないこと を説明し、理解を得て

おく こと 。

⑷ 報告書の保存期間は、 ５年度と する。

様式省略


